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一
般
会
計

　

令
和
４
年
度
は
、
根
幹
と
な
る

市
税
収
入
は
、
納
税
義
務
者
数
の

増
等
に
よ
り
個
人
市
民
税
が
増
、

土
地
の
評
価
替
え
等
に
よ
り
固
定

資
産
税
が
増
と
な
り
ま
し
た
が
、

普
通
交
付
税
が
皆
減
、
国
庫
支
出

金
等
が
減
と
な
り
、
財
政
調
整
基

金
の
大
幅
な
取
り
崩
し
等
に
頼
っ

た
運
営
と
な
り
、
厳
し
い
財
政
状

況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

予
算
規
模
は
、
当
初
予
算
466
億

８
千
800
万
円
に
15
回
の
補
正
予
算

71
億
１
千
13
万
３
千
円
、
繰
越
事

業
費
繰
越
財
源
充
当
額
10
億
３
千

438
万
１
千
円
を
加
え
、
総
額
548
億

３
千
251
万
４
千
円
で
し
た
。
こ
れ

に
対
す
る
決
算
額
は
、
歳
入
総
額

が
530
億
２
千
243
万
１
千
円
で
前
年

度
対
比
１
・
１
％
の
減
、
歳
出
総

額
が
504
億
９
千
418
万
６
千
円
で
前

年
度
対
比
２
・
４
％
の
減
と
な
り

ま
し
た
。
形
式
収
支
は
25
億
２
千

824
万
５
千
円
で
、
出
産
・
子
育
て

応
援
事
業
等
５
件
に
よ
る
翌
年
度

へ
の
繰
越
財
源
１
千
563
万
円
を
差

し
引
い
た
実
質
収
支
は
25
億
１
千

261
万
５
千
円
、
実
質
収
支
比
率
は

10
・
４
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
財
政
指
標
に
つ
い
て
は
、

人
件
費
比
率
は
13
・
１
％
で
、
前

年
度
か
ら
０
・
６
ポ
イ
ン
ト
の
増

と
な
り
ま
し
た
。（
図
Ａ
）

　

経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
の

92
・
２
％
か
ら
94
・
０
％
に
な
り

ま
し
た
。
算
定
式
の
分
母
と
な
る

経
常
一
般
財
源
等
は
、
市
税
が
増

と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
全
体
で
約

４
億
７
千
400
万
円
の
増
と
な
り
ま

し
た
。

　

一
方
、
分
子
と
な
る
経
常
経
費

に
充
当
す
る
一
般
財
源
等
は
、
扶

助
費
、
物
件
費
が
増
と
な
っ
た
こ

と
か
ら
、
全
体
で
約
８
億
７
千
800

万
円
の
増
と
な
り
、
１
・
８
ポ
イ

ン
ト
の
増
と
な
り
ま
し
た
。（
図

　
市
で
は
、
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
か

な
ど
、
財
政
に
関
す
る
事
項
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期
的

（
年
２
回
）
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
お
知
ら
せ
す
る
の
は
、
令
和
４
年
度
の
決
算
概
要
お
よ
び
令
和
５

年
度
上
半
期
（
４
月
１
日
〜
９
月
３０
日
）
の
状
況
で
す
。（
６
〜
８
面
に

も
掲
載
）

　
「
令
和
４
年
度
小
金
井
市
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書
」

（
１
部
２
千
５００
円
）
は
会
計
課
（
市
役
所
第
二
庁
舎
１
階
）
で
、「
令
和

４
年
度
主
要
な
施
策
の
成
果
に
関
す
る
説
明
書
・
基
金
の
運
用
状
況
に
関

す
る
調
書
」（
１
部
千
円
）
は
、
財
政
課
で
販
売
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
決
算
書
等
は
、
図
書
館
本
館
お
よ
び
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
（
市

役
所
第
二
庁
舎
６
階
）
で
ご
覧
い
た
だ
け
る
ほ
か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

も
公
開
し
て
い
ま
す
。

i
財
政
課
財
政
係
（
市
役
所
本
庁
舎
２
階
☎
０４２

−

３８７

−

９
８
０
２
）

Ｂ
）

　

困
難
を
克
服
す
る
新
た
な
年
と

し
て
取
り
組
ん
だ
令
和
４
年
度

は
、
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
の
実

現
を
目
指
し
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
へ
の
切
替
え
、
子
ど
も
オ
ン

ブ
ズ
パ
ー
ソ
ン
の
設
置
、
本
庁
舎

跡
地
等
の
活
用
に
向
け
た
検
討
、

行
政
評
価
シ
ス
テ
ム
の
導
入
、
自

治
体
Ｄ
Ｘ
の
推
進
等
に
取
り
組

み
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
命
と
健
康

を
守
り
、
住
民
福
祉
の
増
進
に
努

め
ま
し
た
。
内
外
の
歴
史
的
・
構

造
的
な
変
化
と
課
題
に
直
面
し
て

い
る
状
況
に
お
い
て
、
誰
一
人
取

り
残
さ
な
い
持
続
可
能
で
多
様
性

と
包
摂
性
の
あ
る
社
会
の
実
現
の

た
め
、
第
５
次
基
本
構
想
の
将
来

像
「
い
か
そ
う
み
ど
り　

増
や
そ

う
笑
顔　

つ
な
ご
う
人
の
輪　

小

金
井
市
」
の
実
現
に
向
け
、
ニ
ュ

ー
ノ
ー
マ
ル
時
代
の
質
の
改
革
に

取
り
組
み
、
ま
ち
へ
の
誇
り
と
愛

着
（
シ
ビ
ッ
ク
プ
ラ
イ
ド
）
を
醸

成
し
、
選
ば
れ
る
ま
ち
づ
く
り
を

着
実
に
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

特
別
会
計
お
よ
び

公
営
企
業
会
計

　

国
民
健
康
保
険
、
介
護
保
険
、

後
期
高
齢
者
医
療
の
３
つ
の
特
別

会
計
お
よ
び
下
水
道
事
業
の
１
つ

の
公
営
企
業
会
計
が
あ
り
ま
す
。

（
表
１
、
表
２
）

【一般財源】市税、地方交付税など、使い道が制限され
ない収入
【経常一般財源等】一般財源のうち、毎年経常的に収入
される財源、主に地方税や地方譲与税
【形式収支】歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差
し引いた額
【経常収支比率】市税など経常的に入ってくる収入が、
義務的で固定的に支出される経費（人件費、扶助費、公
債費など）にどれだけ使われているか示したもの
【実質収支】形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財源
を差し引いた額
【類似団体】都市の態様を決定する要素のうち、人口、
産業構造の類似した普通地方公共団体。多摩地区では、
速報値によると、青梅市、昭島市、国分寺市、東久留米
市、多摩市が本市の類似団体となります
【投資的経費】普通建設事業費（道路の新設、学校の建
設などの経費）、失業対策事業費、災害復旧事業費をい
います
【普通会計】地方財政統計上便宜的に用いられる会計区
分で、一般会計のほか、特別会計のうち地方公営事業会
計に係るもの以外の会計。他市との財政状況の比較は、
この会計の数値で行っています
【一般会計】特別会計を含まないすべての歳入、歳出を
経理する会計
【地方財政状況調査】地方自治法等の規定に基づき、総
務省が毎年定期的に行う全国統一基準の普通会計決算の
数値を用いた統計調査。地方財政を分析・検討する基礎
となります

【用語説明】

（％）
多摩26市
平均 
89.2％

  （90.0%）

多摩類似団体
平均
92.2％

  （93.0%）
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［図Ｂ］経常収支比率（多摩類似団体との比較）

※■ の（　）内は減収補てん債（特例分）および臨時財政対策債を経常一般財源等に加えない場合

（94.0）94.0 93.3
（95.7）

（93.9）93.9 （94.2）94.2 （94.6）92.3

（87.2）87.2

歳入決算総額
530億2,243万1千円
（△1.1%）

市民一人当たりの額
425,009円

国庫支出金
115億9,139万8千円
21.9％（△15.2％）
92,913円

市　税
229億783万9千円
43.2％（4.2％）
183,621円都支出金

79億8,235万3千円
15.1％（△0.4％）
63,984円

地方交付税
2,332万円

0.0％（△96.1％）
187円

繰入金
18億5,476万3千円
3.5％（118.2％）
14,867円

使用料及び手数料
9億3,851万円
1.8％（1.8％）
7,523円 その他

14億3,580万7千円
2.7％（△7.6％）
11,509円

地方特例交付金
1億4,334万5千円
0.3％（△29.2％）
1,149円

市　債
10億360万円
1.9％（14.2％）
8,044円

分担金及び負担金
4億903万7千円
0.8％（9.3％）
3,279円

繰越金
18億6,366万2千円
3.4％（0.6％）
14,938円

地方消費税交付金
28億6,879万7千円
5.4％（5.9％）
22,995円

歳入歳出決算額
％は、歳入歳出決算総額に対する比率
（　）内は、前年度に対する増減率

民生費
264億7,312万7千円
52.4％（△1.2％）
212,199円衛生費

64億9,502万7千円
12.9％（1.8％）
52,062円

総務費
55億7,092万6千円
11.0％（△13.5％）
44,655円

土木費
30億2,430万円
6.0％（△0.4％）
24,242円

教育費
39億5,480万2千円
7.8％（△6.3％）
31,700円

公債費
22億1,492万4千円
4.4％（△2.9％）
17,754円

消防費
15億6,810万2千円
3.1％（△2.8％）
12,569円

その他
11億9,297万8千円
2.4％（22.0％）
9,563円

物件費
91億3,237万5千円
18.1％（2.1％）
73,202円

繰出金
37億7,372万3千円
7.5％（8.5％）
30,249円

人件費
66億3,717万8千円
13.2％（3.2％）
53,201円

補助費等
78億5,681万9千円
15.5％（22.4％）
62,977円

扶助費
157億9,064万7千円
31.3％（△6.4％）
126,572円

公債費
22億1,492万4千円
4.4％（△2.9％）
17,754円

投資的経費
29億8,184万8千円
5.9％（△13.0％）
23,901円

その他
20億8,164万5千円
4.1％（△46.2％）
16,687円

歳　入

歳　出

[図A］ 一般会計決算状況

目的別

歳出決算総額
504億9,418万6千円
（△2.4%）

市民一人当たりの額
404,744円

※国で定めた基準（普通会計）で算出しているため、一般会計決算額とは異なります
性質別（普通会計）：地方財政状況調査による

歳出決算総額
504億6,915万9千円
（△13.6%）

市民一人当たりの額
404,543円

［表２］公営企業会計決算状況（単位：千円）

下水道事業

予算額 決算額

収 入 2,116,137 2,071,729

支 出 2,471,093 2,337,199

［表１］特別会計決算状況

区分 当初予算額 補正予算額 最終予算額 歳入決算額 歳出決算額 形式収支

国民健康保険 10,426,977 323,513 10,750,490 10,773,056 10,568,617 204,439

介 護 保 険 8,861,767 56,648 8,918,415 8,873,970 8,784,008 89,962

後期高齢者医療 2,887,320 85,326 2,972,646 2,979,480 2,929,337 50,143

合 計 22,176,064 465,487 22,641,551 22,626,506 22,281,962 344,544

（単位：千円）

令和４年度決算の概要令和４年度決算の概要
「誰一人取り残さない」持続可能で「誰一人取り残さない」持続可能で
多様性と包摂性のある社会の実現多様性と包摂性のある社会の実現

市民サービスや各種事業などの財源は、市民サービスや各種事業などの財源は、
市税によって支えられています市税によって支えられています

各種申し込みは、開庁時間または各施設開館時間内にお願いします。5・12・15


